
○ 企業内容等の開示に関する留意事項について（企業内容等開示ガイドライン （平成11年４月大蔵省金融企画局））

改 正 案 現 行

（有価証券報告書等の提出期限の承認の取扱い）
（新設）24－13 法第24条第１項各号に掲げる有価証券の発行者から、同項本文に規定す

る承認の申請があった場合には、以下の点に留意して、適切な判断を行うもの
とする。

やむを得ない理由⑴
法第24条第１項各号に掲げる有価証券の発行者から、同項本文に規定する

承認の申請があった場合であって おおむね次の場合に該当するときは や、 、「
むを得ない理由により当該期間内に提出できないと認められる場合」に該当
することに留意する。
① 電力の供給が断たれた場合その他の理由により、当該発行者の使用に係
る電子計算機を稼動させることができないことによる債務未確定等を理由
として、提出期限までに財務諸表又は連結財務諸表の作成が完了せず、又
は監査報告書を受領できない場合

② 民事再生法に基づく再生手続開始の申立てによる債務未確定等を理由と
して、提出期限までに財務諸表又は連結財務諸表の作成が完了せず、又は
監査報告書を受領できない場合

③ 過去に提出した有価証券報告書等のうちに重要な事項について虚偽の記
載が発見され、当事業年度若しくは当連結会計年度の期首残高等を確定す
るために必要な過年度の財務諸表若しくは連結財務諸表の訂正が提出期限
までに完了せず、又は監査報告書を受領できない場合であって、発行者が
その旨を公表している場合

④ 監査法人等による監査により当該発行者の財務諸表又は連結財務諸表に
重要な虚偽の表示が生じる可能性のある誤謬又は不正による重要な虚偽の
表示の疑義が識別されるなど、当該監査法人等による追加的な監査手続が
必要なため、提出期限までに監査報告書を受領できない場合であって、発
行者がその旨を公表している場合

⑤ 法第24条第１項各号に掲げる有価証券の発行者が外国の者である場合で
あって、当該者の本国の計算等に関する法令又は慣行等により提出期限ま
でに有価証券報告書を提出することができない場合
承認を必要とする理由を証する書面⑵
開示府令第15条の２第２項第２号及び第15条の２の２第３項第５号並びに

第17条の４第３項第５号に規定する「理由を証する書面」は、例えば報道、
適時開示等、承認を必要とする理由が発生したことが客観的に明らかとなる
もので、提出期限の延長の必要性を判断するために必要な事項を明瞭に記載
した書面であることを要する点に留意する。
なお、承認の申請理由が ③又は ④に該当する場合には、上記の理由を⑴ ⑴

証する書面に加え、監査法人等の意見並びに発行者の代表者による当該申請
を行うことについての認識及び有価証券報告書を早期に提出するために実施
する方策について記載した書面も確認するものとする。



新たに承認する提出期限⑶
新たに承認する提出期限の設定に当たっては、金融商品取引所又は認可金

融商品取引業協会及び発行者の監査法人等とも連携し、個々の事案における
提出期限の承認を必要とする理由の発生時期、復旧可能性、発行者の事業規
模、事案の複雑性などを考慮した上で、公益又は投資者保護のため必要かつ
適当な期限を定める必要がある。この場合において、企業情報が開示されな

、 、いことによる不利益と 正確な企業情報が開示される利益とを比較考量の上
判断することに留意するものとする。
なお、承認の申請理由が ③又は ④に該当する場合であって、提出期限⑴ ⑴

を１月以上延長する旨の承認を行おうとする場合には、企業情報が開示され
ないことによる投資者への悪影響に配慮し、発行者が金融商品取引所又は認
可金融商品取引業協会の規則に基づく開示等において当該発行者が財務諸表
又は連結財務諸表に重要な虚偽の表示が生じる可能性のある誤謬又は不正に
ついての確認を行っているか、過去に提出した有価証券報告書等の重要な事
項についての虚偽の記載を自認し、その解決及び是正に向けた真摯な取組み
を投資者に対して早期に表明しているかなど、当該発行者による情報開示の
状況も考慮した上で、その期間の妥当性について判断するものとする。
申請の慫慂について⑷
財務局は、 ③又は ④に該当すると認められる事由を金融商品取引所又⑴ ⑴

は認可金融商品取引業協会の規則等に基づき開示した発行者があるときは、
当該発行者に対して速やかに法第24条第１項本文に規定する承認の申請の要
否を判断させ、当該申請が必要であると当該発行者が判断した場合には速や
かにこれを行わせることとする。

（有価証券届出書等に関する取扱いの準用） （有価証券届出書等に関する取扱いの準用）
24の４の７－７ ５－３、５－６、５－７－３、５－10、５－12－２、５－13、24の４の７－７ ５－３、５－６、５－７－３、５－10、５－12－２、５－13、
５－14、５－16から５－21、５－22－２、５－23、５－23－２及び５－42は、５－14、５－16から５－21、５－22－２、５－23、５－23－２、５－42及び24
四半期報告書に関する取扱いについて準用する。－13は、四半期報告書に関する取扱いについて準用する。

（有価証券届出書等に関する取扱いの準用） （有価証券届出書等に関する取扱いの準用）
24の５－７ ５－３、５－６、５－７－３、５－10、５－12－２、５－13、５－ 24の５－７ ５－３、５－６、５－７－３、５－10、５－12－２、５－13、５－

4、５－16から５－21、５－22－２、５－23、５－23－２及び５－42は、半期14、５－16から５－21、５－22－２、５－23、５－23－２、５－42及び24－13 1
報告書に関する取扱いについて準用する。は、半期報告書に関する取扱いについて準用する。


